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市川市条例第  号 

市川市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 市川市営住宅の設置及び管理に関する条例（平成９年条例第９号）の一部を

次のように改正する。 

第６条第２項の表中 

「 

⑻ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等

に関する法律（平成１３年法律第３１号。以下

この号において「配偶者暴力防止等法」という。）

第１条第２項に規定する被害者又は配偶者暴力

防止等法第２８条の２に規定する関係にある相

手からの暴力を受けた者でア又はイのいずれか

に該当するもの 

ア  配偶者暴力防止等法第３条第３項第３号 

（配偶者暴力防止等法第２８条の２において

準用する場合を含む。）の規定による一時保護

又は配偶者暴力防止等法第５条（配偶者暴力

防止等法第２８条の２において準用する場合

を含む。）の規定による保護が終了した日から

起算して５年を経過していない者 

イ 配偶者暴力防止等法第１０条第１項（配偶 

前項第４号から第

６号までに該当す

ること。  

 

 

 

 

 

 

を 



者暴力防止等法第２８条の２において読み替

えて準用する場合を含む。）の規定により裁判

所がした命令の申立てを行った者で当該命令

がその効力を生じた日から起算して５年を経

過していないもの 

 

⑼ 被災市街地復興特別措置法（平成７年法律第

１４号）第２１条に規定する被災者等 

前項第５号及び第

６号に該当するこ

と。 

 

                                  」 

「 

⑻ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等

に関する法律（平成１３年法律第３１号。以下

この号において「配偶者暴力防止等法」という。）

第１条第２項に規定する被害者又は配偶者暴力

防止等法第２８条の２に規定する関係にある相

手からの暴力を受けた者で次のいずれかに該当

するもの（第９条第６項において「配偶者等か

らの暴力被害者」という。） 

 ア  配偶者暴力防止等法第３条第３項第３号

（配偶者暴力防止等法第２８条の２において

準用する場合を含む。）の規定による一時保

護、配偶者暴力防止等法第５条（配偶者暴力

防止等法第２８条の２において準用する場合

を含む。）の規定による保護又は児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）第２３条第１

項本文の規定による保護が終了した日から起

算して５年を経過していない者 

イ 配偶者暴力防止等法第１０条第１項（配偶

者暴力防止等法第２８条の２において読み替

えて準用する場合を含む。）の規定により裁判

所がした命令の申立てを行った者で当該命令

がその効力を生じた日から起算して５年を経

過していないもの 

ウ 売春防止法（昭和３１年法律第１１８号）

第３４条第１項に規定する婦人相談所、配偶

者暴力防止等法第３条第１項及び第２項に規

定する配偶者暴力相談支援センターその他の

配偶者等からの暴力の被害者の保護に関する 

前項第４号から第

６号までに該当す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に 



業務を行う機関又は団体として市長が認める

ものにより配偶者等からの暴力の被害を受け

ている旨の証明又は確認を受けている者 

 

⑼  犯 罪 被 害 者 等 基 本 法 （ 平 成 １ ６ 年 法 律 第 

１６１号）第２条第２項に規定する犯罪被害者

等で次のいずれかに該当するもの（第９条第６

項において「犯罪被害者等」という。） 

 ア 犯罪被害者等基本法第２条第１項に規定す

る犯罪等（イにおいて「犯罪等」という。）に

より収入が減少し、生計を維持することが困

難となったと認められる者 

イ 現に居住している住宅又はその付近におい

て犯罪等が行われたことにより、当該住宅に

引き続き居住することが困難となったと認め

られる者 

 

⑽ 被災市街地復興特別措置法（平成７年法律第

１４号）第２１条に規定する被災者等 

前項第５号及び第

６号に該当するこ

と。 

 

                                  」 

改める。 

第９条第６項中「、規則」を「規則」に、「及び」を「若しくは」に改め、「と

き」の次に「又は当該入居の申込みをした者が配偶者等からの暴力被害者若し

くは犯罪被害者等に該当するとき」を加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



理  由  

 

配偶者等からの暴力被害者及び犯罪被害者等の居住の安定を図るため、入

居の申込みに係る資格を緩和するとともに、入居者の選考において優先的な

取扱いを行う必要がある。  

これが、この条例案を提出する理由である。 

 

 


